
















































は 399 社で 95 社から回答を得た。回収率は 23.8% であった。
　回答を得たすべての企業を対象に別途分析し有効利用させていただいている






19%，食品 2.5%，繊維 2.5%，パルプ・紙 2.5%，化学・薬品 3.8%，石油・ゴ
ム・ガラス・セメント 2.5%，鉄鋼・金属 8.9%，一般機械 3.8%，電気機械 6.3%，
輸送用機器 1.3%，精密・その他製造 7.6%，卸売・小売 10.1%，不動産 1.3%，




建設 15 18.99 
食品 2 2.53 
繊維 2 2.53 
パルプ・紙 2 2.53 
化学・薬品 3 3.80 
石油・ゴム・ガラス・セメント 2 2.53 
鉄鋼・金属 7 8.86 
一般機械 3 3.80 
電気機械 5 6.33 
輸送用機器 1 1.27 
精密・その他製造 6 7.59 
卸売・小売 8 10.13 
不動産 1 1.27 
運輸・倉庫 3 3.80 
情報・通信 7 8.86 
電気・ガス 2 2.53 
サービス 3 3.80 
その他 7 8.86 
合計 79 100
　今回のアンケート調査の回答企業の業種については，製造業・非製造業の大
分類では，製造業が 40.5%，非製造業が 54.4%，その他 5.1% であった。その
内訳は製造業 40.5%，卸・小売業 15.2%，サービス業 7.6%，情報通信業 8.9%，
運輸業 3.8%，電気・ガス業 1.3%，建設業 17.7%，その他 5.1% であった。










うち 133 社から回答を得た。回収率は 7.14% であった。
　上東（2012）のアンケート調査の回答企業の属する業界については，建設 8.3%，食品
3.8%，繊維 2.3%，パルプ・紙 0.8%，化学・薬品 12.0%，石油・ゴム・ガラス・セメント 1.5%，
鉄鋼・金属7.5%，一般機械12.0%，電気機械9.0%，輸送用機器6.8%，精密・その他製造6.8%，
卸売・小売 12,0%，不動産 2.3%，運輸・倉庫 2.3%，情報・通信 3.0%，電気・ガス 2.3%，








































































































一 般 会 計 80.5% 18.2% 1.3% 1.21 0.44 
固定資産管理 52.6% 35.9% 11.5% 1.59 0.69 
仕入債務管理 67.5% 28.6% 3.9% 1.36 0.56 
売上債権管理 63.6% 26.0% 10.4% 1.47 0.68 
予 算 管 理 20.0% 50.7% 29.3% 2.09 0.70 
現 金 管 理 44.7% 35.5% 19.7% 1.75 0.77 
原 価 管 理 48.6% 37.8% 13.5% 1.65 0.71 
利 益 管 理 46.1% 42.1% 11.8% 1.66 0.68 
資 金 管 理 22.7% 49.3% 28.0% 2.05 0.72 
経 営 分 析 16.0% 53.3% 30.7% 2.15 0.67 
投 資 分 析 6.9% 48.6% 44.4% 2.38 0.62 
経 費 管 理 34.7% 53.3% 12.0% 1.77 0.65 
連 結 会 計 25.0% 32.7% 42.3% 2.17 0.81 











49.3%，53.3% であり，「システム化されている」はそれぞれ 22.7%，16.0% と
システム化されている割合は低い。
　「投資分析」は，「どちらともいえない」48.6% であるが，「システム化され





































購買管理システム 25.0% 33.3% 41.7% 2.17 0,81
販売管理システム 28.8% 26.0% 45.2% 2.16 0.85
在庫管理システム 16.2% 29.4% 54.4% 2.38 0.75
人事管理システム 9.5% 28.4% 62.2% 2.53 0.67
生産管理システム 7.9% 28.6% 63.5% 2.56 0.642
品質管理システム 0.0% 17.7% 82.3% 2.82 0.385
顧客管理システム 15.7% 30.0% 54.3% 2.39 0.75








































の可能性あり」が 20.3%，「ほとんど導入の可能性なし」が 15.3% の順であった。































































































購買情報 64.1% 20.3% 15.6% 1.52 0.76
販売情報 76.1% 11.9% 11.9% 1.36 0.69
在庫情報 57.6% 23.7% 18.6% 1.61 0.79
人事情報 58.2% 31.3% 10.4% 1.52 0.68
生産情報 47.2% 28.3% 24.5% 1.77 0.82
品質情報 32.0% 30.0% 38.0% 2.06 0.84
顧客情報 50.0% 31.7% 18.3% 1.68 0.77



















































動している」が 1.8%，「あまり連動していない」が 3.5% に過ぎない。上場企
業と比較して連動している割合が低いようである。
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10 人が 20.3% で，10 人以下でほとんどを占める。以下は，北陸三県中小企業
と上場企業の経理部門の規模を比較したものである。
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財 務 会 計 業 務 n.s. -.304
管 理 会 計 業 務 n.s. -.088
税 務 会 計 業 務 n.s. -.214
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業














































シ ス テ ム 開 発 形 態 ＊＊ .676
システムの見直しの可能性 ＊＊ .930
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業
















シ ス テ ム の 経 過 年 数 n.s. .096
システムの修正・改善の頻度 ＊＊ .682















－108 （     ）－













予 算 管 理 ＊＊ .969
現 金 管 理 ＊＊ .819
原 価 管 理 n.s. .368
利 益 管 理 n.s. .036
資 金 管 理 n.s. .257
経 営 分 析 n.s. .588
投 資 分 析 n.s. -.092
経 費 管 理 ＊＊ .638
連 結 会 計 ＊＊ 1.287
税 務 申 告 n.s. .345
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業















一般会計 固定資産管理 仕入債務管理 売上債権管理 予算管理 原価管理 利益管理 資金管理
一 般 会 計 1.000 .494（＊＊）.624（＊＊）.538（＊＊） .162 .159 .209 .083
固定資産管理 .494（＊＊） 1.000 .543（＊＊）.358（＊＊） .245（＊） .085 .201 .158
仕入債務管理 .624（＊＊）.543（＊＊） 1.000 .632（＊＊） .126 .336（＊＊）.367（＊＊） .053
売上債権管理 .538（＊＊）.358（＊＊）.632（＊＊） 1.000 .282（＊）.469（＊＊）.435（＊＊） .158
予 算 管 理 .162 .245（＊） .126 .282（＊） 1.000 .248（＊）.495（＊＊）.492（＊＊）
原 価 管 理 .159 .085 .336（＊＊）.469（＊＊） .248（＊） 1.000 .563（＊＊） .297（＊）
利 益 管 理 .209 .201 .367（＊＊）.435（＊＊）.495（＊＊）.563（＊＊） 1.000 .491（＊＊）
資 金 管 理 .083 .158 .053 .158 .492（＊＊） .297（＊）.491（＊＊） 1.000
＊＊相関は，1 % 水準で有意 （両側）























－111 （     ）－




























－112 （     ）－
相関係数
Spearman のロー








































に導入している」が 51.6% で半数を超えていたが，北陸三県中小企業の ERP
の導入は，この度の北陸三県中小企業の回収データからは，既に導入している
112
－113 （     ）－
が10社の14%に過ぎず，導入していない企業が86%でほとんどである。以下は，
上場企業と北陸三県中小企業の ERP の導入を比較したものである。







ERP の導入の可能性 ＊＊ 1.549
ERP 以外のデータウエアハウスの構築 ＊＊ 1.072
グループ化変数 : 北陸三県中小企業と上場企業













































































































































































































－122 （     ）－
c; 2000d; 2001）のアプロ－チが有効になると考えている。ただ，こうした研究
については，本稿のレベルを超えるため，稿を改めて行ないたい。
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